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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気的に指向性を切換え可能なアンテナ装置であって、
　誘電体基板の一主面内に配設され、可変リアクタンス素子が装荷された少なくとも１つ
の無給電素子と、
　前記一主面の法線方向と所定の角度を成すように一方端が前記誘電体基板に配設された
給電素子と、
　前記可変リアクタンス素子の少なくとも１つの容量を変え、前記指向性を切換える指向
性切換部とを備え、
　前記少なくとも１つの無給電素子の各々は、
　前記誘電体基板の前記一主面に配設されたスロットと、
　前記スロットの両側に配設された導体間に逆直列に接続された第１および第２の可変リ
アクタンス素子とを含み、
　前記指向性切換部は、前記第１および第２の可変リアクタンス素子に逆バイアスが印加
されるように前記第１の可変リアクタンス素子と前記第２の可変リアクタンス素子との間
のノードに電圧を印加することによって前記少なくとも１つの可変リアクタンス素子の容
量を変える、アンテナ装置。
【請求項２】
　前記給電素子の前記一方端は、前記誘電体基板に固定される、請求項１に記載のアンテ
ナ装置。
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【請求項３】
　前記給電素子は、その長さ方向に伸縮可能である、請求項１に記載のアンテナ装置。
【請求項４】
　前記給電素子は、前記一方端を中心にして回動可能である、請求項１に記載のアンテナ
装置。
【請求項５】
　前記給電素子は、前記一方端を中心にして回動可能であり、かつ、その長さ方向に伸縮
可能である、請求項１に記載のアンテナ装置。
【請求項６】
　前記少なくとも１つの無給電素子は、２以上の無給電素子からなり、
　前記２以上の無給電素子は、前記給電素子の両側に配設される、請求項１から請求項５
のいずれか１項に記載のアンテナ装置。
【請求項７】
　前記誘電体基板は、テレビジョンの筐体である、請求項１から請求項６のいずれか１項
に記載のアンテナ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、指向性を電気的に切換え可能なアンテナ装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、指向性を電気的に切換え可能なアンテナ装置として、１本の給電素子と、６本の
無給電素子とを備えるアンテナ装置が知られている（特許文献１）。
【０００３】
　このアンテナ装置においては、給電素子は、一方端が誘電体支持基板に固定され、誘電
体支持基板に略垂直に配置される。また、６本の無給電素子は、２本づつ３つのプリント
配線基板に設けられる。そして、３つのプリント配線基板は、誘電体支持基板に略垂直に
配置される。
【０００４】
　この場合、６本の無給電素子が給電素子を中心とし、かつ、所定の距離を半径とする円
周上に配置されるように、３つのプリント配線基板が誘電体支持基板上に配置される。
【特許文献１】特開２００２－２６１５３２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、従来のアンテナ装置においては、給電素子および無給電素子が誘電体支持基板
に略垂直に配置されるため、アンテナ装置が大きくなるという問題がある。
【０００６】
　そこで、この発明は、かかる問題を解決するためになされたものであり、その目的は、
指向性を電気的に切換え可能であり、かつ、コンパクトなアンテナ装置を提供することで
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明によれば、アンテナ装置は、電気的に指向性を切換え可能なアンテナ装置であ
って、少なくとも１つの無給電素子と、給電素子と、指向性切換部とを備える。少なくと
も１つの無給電素子は、基板部材の一主面に配設され、可変容量素子が装荷される。給電
素子は、一主面の法線方向と所定の角度を成すように一方端が基板部材に配設される。指
向性切換部は、可変容量素子の少なくとも１つの容量を変え、指向性を切換える。
【０００８】
　好ましくは、給電素子の一方端は、基板部材に固定されている。
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【０００９】
　好ましくは、給電素子は、その長さ方向に伸縮可能である。
【００１０】
　好ましくは、給電素子は、一方端を中心にして回動可能である。
【００１１】
　好ましくは、給電素子は、一方端を中心にして回動可能であり、かつ、その長さ方向に
伸縮可能である。
【００１２】
　好ましくは、基板部材は、誘電体基板である。少なくとも１つの無給電素子は、誘電体
基板の一主面に配設されたスロットからなる。
【００１３】
　好ましくは、スロットからなる２以上の無給電素子は、給電素子の両側に配設される。
【００１４】
　好ましくは、基板部材は、テレビジョンの筐体である。
【発明の効果】
【００１５】
　この発明によるアンテナ装置においては、少なくとも１つの無給電素子は、基板部材の
一主面に配置され、給電素子は、基板部材の一主面の法線方向と所定の角度を成す方向に
配置される。そして、指向性切換部は、少なくとも１つの無給電素子に装荷された可変容
量素子の少なくとも１つの容量を変えることによりアンテナ装置の指向性を切換える。
【００１６】
　したがって、この発明によれば、指向性を電気的に切換え可能なアンテナ装置をコンパ
クト化できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　本発明の実施の形態について図面を参照しながら詳細に説明する。なお、図中同一また
は相当部分には同一符号を付してその説明を繰返さない。
【００１８】
　図１は、この発明の実施の形態によるアンテナ装置の概略図である。図１を参照して、
この発明の実施の形態によるアンテナ装置１００は、素子部１０と、同軸ケーブル２０と
、受信回路３０と、指向性切換部４０とを備える。
【００１９】
　素子部１０は、誘電体基板１と、スロット２，３と、バラクタダイオード４，５と、給
電素子６とを含む。スロット２，３は、誘電体基板１の一主面１Ａに相互に略平行に配置
される。そして、アンテナ装置１００が送受信する電波の波長をλとした場合、スロット
２，３は、λ／２の長さを有する。
【００２０】
　バラクタダイオード４，５は、それぞれ、スロット２，３に装荷される可変容量素子で
ある。この場合、バラクタダイオード４，５は、それぞれ、長さ方向におけるスロット２
，３の中央部に装荷される。給電素子６は、λ／４の長さを有し、その一方端が誘電体基
板１に固定される。そして、給電素子６は、略平行に配置された２つのスロット２，３の
間にスロット２，３の両方から等しい位置に植立されている。
【００２１】
　同軸ケーブル２０は、給電素子６の一方端を受信回路３０に接続する。受信回路３０は
、給電素子６によって受信された電波を同軸ケーブル２０を介して受け、その受けた電波
の強度ＲＳＳＩを検出する。そして、受信回路３０は、その検出した強度ＲＳＳＩを指向
性切換部４０へ出力する。受信回路３０は、その他、一般の受信処理を行なう。
【００２２】
　指向性切換部４０は、スロット２，３にそれぞれ装荷されたバラクタダイオード４，５
にそれぞれ電圧Ｖａ，Ｖｂを供給し、バラクタダイオード４，５の容量を変える。このバ
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ラクタダイオード４，５の容量が変えられることにより、スロット２，３の電気長が変え
られ、アンテナ装置１００の指向性が切換えられる。
【００２３】
　したがって、指向性切換部４０は、バラクタダイオード４，５にそれぞれ供給する電圧
Ｖａ，Ｖｂの値を切換えることによってアンテナ装置１００の指向性を切換えることがで
きる。
【００２４】
　指向性切換部４０がアンテナ装置１００の指向性を切換える具体的な方法としては、次
の方法が考えられる。
【００２５】
　（１）電圧Ｖａ，Ｖｂの組を２つの組［Ｖ１，Ｖ２］，［Ｖ２，Ｖ１］の間で切換える
。
【００２６】
　（２）電圧Ｖａ，Ｖｂの各々の値を連続的または階段的に切換える。
【００２７】
　（３）電圧Ｖａ，Ｖｂのうち、いずれか一方の値だけを連続的または階段的に切換える
。
【００２８】
　指向性切換部４０は、上記の３つの方法のいずれか１つの方法により、すなわち、スロ
ット２，３に装荷されたバラクタダイオード４，５の少なくとも１つの容量を変えること
によりアンテナ装置１００の指向性を切換える。この場合、指向性切換部４０は、受信回
路３０から電波の強度ＲＳＳＩを受け、その受けた強度ＲＳＳＩが最大になるようにアン
テナ装置１００の指向性を切換える。
【００２９】
　図２は、図１に示す線ＩＩ－ＩＩ間における断面図である。図２を参照して、誘電体基
板１は、誘電体１１と、導体１２，１３とを含む。導体１２は、誘電体１１の一主面１１
Ａに貼付され、スロット２，３が形成される部分が除去される。これによって、スロット
２，３が誘電体１１の一主面１１Ａに形成される。
【００３０】
　バラクタダイオード４，５は、それぞれ、スロット２，３の両側に配置された導体１２
，１２間に接続される。
【００３１】
　導体１３は、誘電体１１の一主面１１Ａと反対面１１Ｂに貼付される。この導体１３は
、スロット２，３から下方向ＤＲ１へ電波が放射されるのを防止するために設けられる。
【００３２】
　誘電体１１は、孔１１１を有し、導体１２ａ，１２ｂは、孔１１１の壁１１１Ａ，１１
１Ｂにも形成される。そして、導体１２ａ，１２ｂは、同軸ケーブル２０の外導体２２，
２３に接続される。
【００３３】
　給電素子６は、その一方端６Ａが誘電体１１の孔１１１に挿入され、同軸ケーブル２０
の内導体２１に接続される。これにより、給電素子６は、その一方端６Ａが誘電体基板１
に固定される。そして、給電素子６は、誘電体１１の一主面１１Ａに形成された導体１２
から絶縁される。
【００３４】
　図３は、図２に示すバラクタダイオード４の拡大図である。図３を参照して、バラクタ
ダイオード４は、一対のバラクタダイオード４１，４２からなる。バラクタダイオード４
１，４２は、スロット２の両側に配置された導体１２，１２間に逆直列に接続される。バ
ラクタダイオード４１とバラクタダイオード４２との間のノードＮ１には、各バラクタダ
イオード４１，４２に逆バイアスが印加されるように正の電圧Ｖａが指向性切換部４０か
ら供給される。
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【００３５】
　図４は、バラクタダイオード４の異なる構成の拡大図であって、一対のバラクタダイオ
ード４３，４４に逆バイアスが印加されるようにノードＮ２に負の電圧Ｖａが指向性切換
部４０から供給される。
【００３６】
　スロット２の両側に配置された導体１２，１２は、一体的に誘電体１１の一主面１１Ａ
に形成されているので、ノードＮ１またはＮ２に電圧Ｖａを供給することによって、２つ
のバラクタダイオード４１，４２または４３，４４に同じ電圧Ｖａを印加可能である。
【００３７】
　図２に示すバラクタダイオード５も、図３および図４に示すバラクタダイオード４１，
４２またはバラクタダイオード４３，４４からなる。この場合、ノードＮ１には、正の電
圧Ｖｂが供給され、ノードＮ２には、負の電圧Ｖｂが供給される。
【００３８】
　なお、スロット２，３の各々は、「無給電素子」を構成する。したがって、アンテナ装
置１００は、１本の給電素子と、２本の無給電素子（スロット２，３）とを備え、２本の
無給電素子は、誘電体基板１の一主面１Ａに沿って形成されるので、アンテナ装置１００
をコンパクト化できる。
【００３９】
　また、素子部１０においては、バラクタダイオード４，５は、スロット２，３の中央部
に限らず、それ以外の位置に装荷されてもよい。
【００４０】
　図５は、素子部の他の断面図である。アンテナ装置１００は、図２に示す素子部１０に
代えて図５に示す素子部１０Ａを備えていてもよい。図５を参照して、素子部１０Ａは、
素子部１０の給電素子６を給電素子６０に代えたものであり、その他は、素子部１０と同
じである。
【００４１】
　給電素子６０は、その一方端６０Ａが誘電体１１の孔１１１に挿入され、同軸ケーブル
２０の内導体２１に接続される。これにより、給電素子６０は、一方端６０Ａが誘電体基
板１に固定され、誘電体基板１に略垂直に配設される。また、給電素子６０は、上下方向
ＤＲ２（誘電体基板１に垂直な方向）に伸縮可能である。そして、給電素子６０は、アン
テナ装置１００の使用時、伸ばされ、アンテナ装置１００の非使用時、縮められる。
【００４２】
　したがって、非使用時においては、素子部１０Ａを採用することによって、図２に示し
た素子部１０を用いた場合よりもアンテナ装置１００をさらにコンパクト化できる。
【００４３】
　図６は、素子部のさらに他の断面図である。アンテナ装置１００は、図２に示す素子部
１０に代えて図６に示す素子部１０Ｂを備えていてもよい。図６を参照して、素子部１０
Ｂは、素子部１０の給電素子６を給電素子７０に代えたものであり、その他は、素子部１
０と同じである。
【００４４】
　給電素子７０は、固定部７１と、回転支持部７２と、傾倒支持部７３と、ポール部７４
とからなる。固定部７１は、誘電体１１の孔１１１に挿入され、同軸ケーブル２０の内導
体２１に接続される。これにより、給電素子７０は、一方端（固定部７１）が誘電体基板
１に固定され、誘電体基板１に略垂直に配設される。
【００４５】
　回転支持部７２は、同軸ケーブル２０の内導体２１との接続部と反対側に位置する固定
部７１の端に取り付けられ、傾倒支持部７３およびポール部７４が固定部７１の中心軸の
回りに回転するのを許容する。傾倒支持部７３は、回転支持部７２に連結され、ポール部
７４が矢印７の方向（傾倒支持部７３の中心軸の回り）に移動するのを許容する。ポール
部７４は、その一方端が傾倒支持部７３に取り付けられる。
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【００４６】
　そして、給電素子７０のポール部７４は、アンテナ装置１００の使用時、誘電体１１の
一主面１１Ａに略垂直に立てられ、アンテナ装置１００の無使用時、誘電体１１の一主面
１１Ａの方向へ傾倒される（点線で示すポール部７４）。
【００４７】
　したがって、素子部１０Ｂを採用することによって、非使用時においては、素子部１０
を用いた場合よりもアンテナ装置１００をさらにコンパクト化できる。
【００４８】
　素子部１０Ｂにおいては、ポール部７４は、誘電体１１の一主面１１Ａに略垂直な方向
に限らず、一主面１１Ａの法線に対して所定の角度を成す方向に配置されてもよい。回転
支持部７２は、ポール部７４を固定部７１の中心軸の回りに自由に回転可能であり、傾倒
支持部７３は、矢印７の方向にポール部７４を移動可能であるので、ポール部７４は、一
主面１１Ａの法線に対して所定の角度を成すように配置され得る。
【００４９】
　より具体的には、ポール部７４は、受信回路３０における電波の強度ＲＳＳＩが大きく
なる方向に配置される。
【００５０】
　図７は、素子部のさらに他の断面図である。アンテナ装置１００は、図２に示す素子部
１０に代えて図７に示す素子部１０Ｃを備えていてもよい。図７を参照して、素子部１０
Ｃは、素子部１０の給電素子６を給電素子８０に代えたものであり、その他は、素子部１
０と同じである。
【００５１】
　給電素子８０は、図６に示す給電素子７０のポール部７４をポール部８１に変えたもの
であり、その他は、給電素子７０と同じである。ポール部８１は、一方端が傾倒支持部７
３に取り付けられ、上下方向ＤＲ２（誘電体基板１に垂直な方向）に伸縮可能である。そ
して、ポール部８１は、アンテナ装置１００の使用時、伸ばされ、アンテナ装置１００の
非使用時、縮められて誘電体１１の一主面１１Ａの方向に傾倒される（点線で示すポール
部８１）。
【００５２】
　したがって、素子部１０Ｃを使用することによって、素子部１０を用いた場合よりもア
ンテナ装置１００を非使用時においてさらにコンパクト化できる。
【００５３】
　その他は、素子部７０と同じである。
【００５４】
　図８は、素子部の他の斜視図である。アンテナ装置１００は、図２に示す素子部１０に
代えて図８に示す素子部１０Ｄを備えていてもよい。図８を参照して、素子部１０Ｄは、
素子部１０のスロット２，３およびバラクタダイオード４，５をスロット５１～５４およ
びバラクタダイオード５５～５８に代えたものであり、その他は、素子部１０と同じであ
る。
【００５５】
　スロット５１～５４は、略四角形を成すように誘電体基板１の一主面１Ａに形成される
。そして、スロット５１～５４の各々は、スロット２，３と同じ長さλ／２を有する。素
子部１０Ｄにおいて、給電素子６は、その一方端６Ａがスロット５１～５４によって形成
される四角形の中心Ｏ１（２つの対角線の交点）に配置される。したがって、スロット５
１～５４は、給電素子６から等しい距離に配置される。
【００５６】
　バラクタダイオード５５～５８は、それぞれ、長さ方向におけるスロット５１～５４の
中央部に装荷される。そして、バラクタダイオード５５～５８の各々は、図３に示すバラ
クタダイオード４１，４２または図４に示すバラクタダイオード４３，４４からなる。
【００５７】
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　なお、素子部１０Ｄがアンテナ装置１００に用いられる場合、指向性切換部４０は、バ
ラクタダイオード５５～５８にそれぞれ電圧Ｖａ，Ｖｂ，Ｖｃ，Ｖｄを供給し、上述した
３つの方法のいずれか１つの方法によってアンテナ装置１００の指向性を切換える。
【００５８】
　また、素子部１０Ｄにおいては、給電素子６に代えて、図５に示す給電素子６０、図６
に示す給電素子７０および図７に示す給電素子８０のいずれかが用いられてもよい。
【００５９】
　さらに、スロット５１～５４の各々は、「無給電素子」を構成する。
【００６０】
　さらに、バラクタダイオード５５～５８は、スロット５１～５４の中央部に限らず、そ
れ以外の位置に装荷されてもよい。
【００６１】
　図９は、素子部のさらに他の斜視図である。アンテナ装置１００は、図２に示す素子部
１０に代えて図９に示す素子部１０Ｅを備えていてもよい。図９を参照して、素子部１０
Ｅは、素子部１０のスロット２，３およびバラクタダイオード４，５をスロット６１およ
びバラクタダイオード６２～６５に代えたものであり、その他は、素子部１０と同じであ
る。
【００６２】
　スロット６１は、円形形状を有し、誘電体基板１の一主面１Ａに形成される。バラクタ
ダイオード６２～６５は、スロット６１に装荷される。この場合、バラクタダイオード６
２～６５は、スロット６１上に等間隔で配置されてもよく、任意の間隔で配置されてもよ
い。素子部１０Ｅにおいて、給電素子６は、その一方端６Ａがスロット６１の中心Ｏ２に
配置される。そして、バラクタダイオード６２～６５の各々は、図３に示すバラクタダイ
オード４１，４２または図４に示すバラクタダイオード４３，４４からなる。
【００６３】
　なお、素子部１０Ｅがアンテナ装置１００に用いられる場合、指向性切換部４０は、バ
ラクタダイオード６２～６５にそれぞれ電圧Ｖａ，Ｖｂ，Ｖｃ，Ｖｄを供給し、上述した
３つの方法のいずれか１つの方法によってアンテナ装置１００の指向性を切換える。
【００６４】
　また、素子部１０Ｅにおいては、バラクタダイオードは、少なくとも１個装荷されてい
ればよい。
【００６５】
　さらに、素子部１０Ｅにおいては、スロット６１の半径は、任意の値に設定される。
【００６６】
　さらに、素子部１０Ｅにおいては、同心円状にスロットを設けてもよい。
【００６７】
　さらに、素子部１０Ｅにおいては、給電素子６に代えて、図５に示す給電素子６０、図
６に示す給電素子７０および図７に示す給電素子８０のいずれかが用いられてもよい。
【００６８】
　図１０は、さらに他の素子部を示す平面図である。アンテナ装置１００は、図２に示す
素子部１０に代えて図１０に示す素子部１０Ｆを備えていてもよい。図１０を参照して、
素子部１０Ｆは、素子部１０のスロット２，３およびバラクタダイオード４，５をスロッ
ト９１～９６およびバラクタダイオード１０１～１０６に代えたものであり、その他は、
素子部１０と同じである。なお、素子部１０Ｆにおいては、誘電体基板１は、円形形状か
らなる。
【００６９】
　スロット９１～９６の各々は、スロット２，３と同じ長さλ／２を有する。そして、ス
ロット９１～９６は、半分の長さ（＝λ／４）で正六角形を形成するように誘電体基板１
の一主面１Ａに形成される。この場合、スロット９１～９６は、隣接する２つのスロット
が一主面１Ａにおいて６０度の角度を成すように配置される。
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【００７０】
　給電素子６は、スロット９１～９６によって形成される正六角形の中心Ｏ３に配置され
る。バラクタダイオード１０１～１０６は、それぞれ、長さ方向におけるスロット９１～
９６の中央部に装荷される。そうすると、バラクタダイオード１０１～１０６は、給電素
子６を中心とした円ＣＲＣ上に位置する。そして、バラクタダイオード１０１～１０６の
各々は、図３に示すバラクタダイオード４１，４２または図４に示すバラクタダイオード
４３，４４からなる。
【００７１】
　なお、素子部１０Ｆがアンテナ装置１００に用いられる場合、指向性切換部４０は、バ
ラクタダイオード１０１～１０６にそれぞれ電圧Ｖａ，Ｖｂ，Ｖｃ，Ｖｄ，Ｖｅ，Ｖｆを
供給し、上述した３つの方法のいずれか１つの方法によってアンテナ装置１００の指向性
を切換える。
【００７２】
　また、素子部１０Ｆにおいては、バラクタダイオード１０１～１０６の各々は、スロッ
トの中央部に限らず、それ以外の位置に装荷されてもよい。
【００７３】
　さらに、素子部１０Ｆにおいては、給電素子６に代えて、図５に示す給電素子６０、図
６に示す給電素子７０および図７に示す給電素子８０のいずれかが用いられてもよい。
【００７４】
　上述した素子部１０，１０Ａ，１０Ｂ，１０Ｃ，１０Ｄ，１０Ｅ，１０Ｆを備えるアン
テナ装置１００においては、給電素子６，６０，７０，８０は、スロット２，３（または
５１～５４；６１；９１～９６）が配置される平面に対して略垂直方向、またはスロット
２，３（または５１～５４；６１；９１～９６）が配置される平面の法線に対して所定の
角度を成す方向に配置されるので、給電素子および無給電素子が誘電体基板に略垂直に配
置される場合よりもアンテナ装置１００をコンパクト化できる。給電素子６，６０，７０
，８０とスロット２，３（または５１～５４；６１；９１～９６）との結合を、給電素子
および無給電素子が１つの平面内に配置される場合よりも強くできる。
【００７５】
　なお、素子部１０，１０Ａ，１０Ｂ，１０Ｃ，１０Ｄ，１０Ｆは、２以上のスロットを
含むと説明したが、この発明においては、これに限らず、素子部１０，１０Ａ，１０Ｂ，
１０Ｃ，１０Ｄ，１０Ｆは、少なくとも１つのスロットを含んでいればよい。すなわち、
この発明によるアンテナ装置は、少なくとも１つのスロット（すなわち、無給電素子）を
備えていればよい。
【００７６】
　図１１は、この発明によるアンテナ装置１００の設置例を示す概略図である。なお、図
１１は、図７に示す素子部１０Ｂを備えるアンテナ装置１００を薄型テレビジョン２００
に設置する場合を示す。
【００７７】
　図１１を参照して、アンテナ装置１００は、薄型テレビジョン２００に設置される。ア
ンテナ装置１００は、たとえば、画面２１０の上側の筐体２２０に設置される。この場合
、スロット２，３は、薄型テレビジョン２００において筐体２２０の前面、上面および裏
面にわたって形成され、バラクタダイオード４，５は、筐体２２０の上面においてそれぞ
れスロット２，３に装荷される。また、給電素子７０も、筐体２２０の上面に設置される
。そして、給電素子７０は、手動によって移動可能である（図１１の（ａ）参照）。
【００７８】
　また、この発明によるアンテナ装置１００は、画面２１０の横側の筐体２３０に設置さ
れる。この場合、スロット２は、薄型テレビジョン２００において筐体２３０の前面に形
成され、スロット３は、筐体２３０の側面に形成される。そして、バラクタダイオード４
は、薄型テレビジョン２００の前面においてスロット２に装荷され、バラクタダイオード
５は、筐体２３０の側面においてスロット３に装荷される。また、給電素子７０も、筐体
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１１の（ｂ）参照）。
【００７９】
　なお、上述した素子部１０，１０Ａ，１０Ｃ，１０Ｄ，１０Ｅ，１０Ｆのいずれかを薄
型テレビジョン２００に設置するようにしてもよい。
【００８０】
　また、誘電体基板１において、スロット２，３，５１～５４，６１，９１～９６の各々
の周囲を囲み、かつ、導体１２と導体１３とを接合するように誘電体１１に複数のスルー
ホールを設けるようにしてもよい。これによって、導体１２と導体１３との間の誘電体１
１を電波が伝搬するのを抑制することができる。
【００８１】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は、上記した実施の形態の説明ではなくて特許請求の範囲
によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれる
ことが意図される。
【産業上の利用可能性】
【００８２】
　この発明は、指向性を電気的に切換え可能であり、かつ、コンパクトなアンテナ装置に
適用される。
【図面の簡単な説明】
【００８３】
【図１】この発明の実施の形態によるアンテナ装置の概略図である。
【図２】図１に示す線ＩＩ－ＩＩ間における断面図である。
【図３】図２に示すバラクタダイオードの拡大図である。
【図４】バラクタダイオードの異なる構成の拡大図である。
【図５】素子部の他の断面図である。
【図６】素子部のさらに他の断面図である。
【図７】素子部のさらに他の断面図である。
【図８】素子部の他の斜視図である。
【図９】素子部のさらに他の斜視図である。
【図１０】さらに他の素子部を示す平面図である。
【図１１】この発明によるアンテナ装置の設置例を示す概略図である。
【符号の説明】
【００８４】
　１　誘電体基板、１Ａ，１１Ａ　一主面、２，３，５１～５４，６１，９１～９６　ス
ロット、４，５，４１～４４，５５～５８，６２～６５，１０１～１０６　バラクタダイ
オード、６，６０，７０，８０　給電素子、６Ａ，６０Ａ　一方端、１０，１０Ａ，１０
Ｂ，１０Ｃ，１０Ｄ，１０Ｅ，１０Ｆ　素子部、１１　誘電体、１１Ｂ　反対面、１２，
１２ａ，１２ｂ，１３　導体、２０　同軸ケーブル、２１　内導体、２２，２３　外導体
、３０　受信回路、４０　指向性切換部、７１　固定部、７２　回転支持部、７３　傾倒
支持部、７４，８１　ポール部、１００　アンテナ装置、１１１　孔、１１１Ａ，１１１
Ｂ　壁、２００　薄型テレビジョン、２１０　画面、２２０，２３０　筐体。
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